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第１章 実行計画及び行財政改革の概要

１ 総合計画の構成

第６次常滑市総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実行計画」で構成し、まちづくりを進めるうえでの最上位計画として、今後のまち

づくりの指針となる計画です。

「基本構想」で定めた目指すまちの姿や７つの基本目標を実現するために必要となる施策を「基本計画」において体系的に示しています。

なお、総合計画の実行を下支えする「行財政改革」についても、その考え方を計画に取り込みます。

中長期的な観点から、本市が
目指す将来像を示すものであ
り、「目指すまちの姿」を実
現するための基本的な方向を
示します。

「目指すまちの姿」を実現す
るため、分野ごとの現況と課
題に合わせて優先的かつ戦略
的に取り組む「施策」の方向
性を体系的に示したものです。

基本構想

基本計画

実行計画 基本計画で示した施策にひも
づく「事業」をどのようにし
て実施していくかの行程をま
とめたもので、財政状況など
を考慮しつつ毎年度見直しを
行い、各年度の予算編成の指
針とします。

【計画構成のイメージ】

【施策の体系】

１



２ 実行計画の概要

（１）計画策定の趣旨

実行計画は、第６次常滑市総合計画の基本構想に掲げている目指すまちの姿「とことん住みたい 世界とつながる 魅力創造都市」を

実現するため、基本計画に掲げる施策の具体的内容を定め、計画的な行財政運営に資することを目的として作成するものです。

（２）計画の期間

計画の期間は、2022(令和４)～2024(令和６)年度までの

３年間とします。（毎年度見直します。）

（３）計画の対象

まちづくりを総合的に進めるために、市が主体となる施

策、事業のほか、国・県及び民間等が実施する事業も対象

とします。

（４）計画の性格

基本計画に位置付けた主要施策について、事業内容及び

事業費等を示し、行財政運営の指針とします。

【計画期間等のイメージ】

２

年度
2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

市長任期

基本構想

基本計画

実行計画

基本構想(７年間)

後期(４年間)

前期(３年間)
※毎年度見直し

後期(４年間)
※毎年度見直し

４月

前期(３年間)

４月



３ 行財政改革の概要

（１）行財政改革の必要性

行財政改革は、ただ単に人員や経費の削減を目指すものではなく、

「目指すまちの姿」の実現に向けて着実に推進していくため、必要

となる資源を生み出し、確保できるようにするものです。

そのため、行財政改革について第６次総合計画にその考え方を取

り込み、総合計画の実行を下支えする必要があります。

（２）計画の期間

計画の期間は、実行計画と同様に、2022(令和４)～2024(令和６)

年度までの３年間とします。

（３）目標と基本方針

総合計画に掲げる施策を着実に実行するため、限られた経営資源

を最大限に活用し、社会経済情勢の変化や市民ニーズを捉えた、質

の高い持続的な成長の実現を目標とします。

目標を達成するため、２つの基本方針を定め、６つの視点で行財

政改革に取り組みます。

（４）前期基本計画中の財政運営

計画推進にあたり、「財政健全化指標」と「長期債務残高」につ

いては、令和４年度当初予算ベースでの見込を超えないよう抑制し、

「財政調整基金残高」については、標準財政規模の１割以上を確保

しつつ、持続可能な財政運営に努めます。

【各指標の見込】

３

【行財政改革の取組体系図】

指標名 単位 現状(R2) 見込(R6)

実質赤字比率 ％ ー ー

連結実質赤字比率 ％ ー ー

実質公債費比率 ％ 12.3 11.8

将来負担比率 ％ 121.0 153.6

長期債務残高 億円 590.4 600.7

財政調整基金残高 億円 22.5 30.4

※「ー」は赤字額がないことを示す

基本方針 視点

基本方針１ ①公共施設マネジメント
経営資源の活用、最適化 ②民間活力の活用・広域連携

③組織・人の最適化
④収入増加策

基本方針２ ⑤行政サービスの向上
デジタル化の推進 ⑥業務効率化



№

会計

1

一般 事業費 2,241 事業費 2,241 事業費 2,241

2

一般 事業費 62,376 事業費 62,376 事業費 62,376

施策１－１　子育て支援
（１）妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

妊娠・出産・子育てつながる支援事業
母子保健コーディネータの配置により情報の一元化や
関係機関との連携を図り、対象者にあった情報提供・

相談支援を行うワンストップ相談窓口を設置します。

健康推進課

健康推進課健康診査事業

乳幼児の発育状況の調査、疾病の予防、障がいの早期
発見及び保健指導と妊産婦健康診査による妊産婦の病

気の早期発見・対応を行い母性と乳幼児の健康増進を
図ります。

　基本目標１　子どもが健やかに育ち、輝けるまち

市長

ﾏﾆﾌｪｽﾄ
事業名 実施内容

実施計画(年度)
担当課

R4 R5 R6
区分

拡充

継続

妊婦健診・妊婦子宮頸がん検診・産婦健診の実施

乳児健診・３～４か月児健診・１歳６か月児健診・３歳児健診の実施
３歳児の視力検査強化、多胎児妊婦健診の助成

マタニティおっぱい相談

産後ケア事業

産前産後サポート事業（アウトリーチ型）

母乳相談等助成事業

拡充

拡充

第２章 施策別主要事業及び行財政改革の取組

【主要事業となる対象事業】

４

担当課
事業を推進する担当課を
示しています。

事業名
計画期間中に取り組む事
業のうち、主要な事業を
示しています。

実施内容
主要事業において実施す
る内容を示しています。

【実行計画の見方】

従来から実施している事業のうち、重点的に取り組む必要があるもの。

新規に立ち上げる事業や事業内容を拡充する事業のうち、重点的に取り組む必要があるもの。

公共施設等総合管理計画、公共施設アクションプランに基づく各施設の改修に関するもの。

１ 施策別主要事業

総合計画で実施する事業のうち、212事業（新規35、拡充15、継続162）を実行計画の主要事業として位置づけます。

実施計画
主要事業の計画期間、具体的な実施内容を
示しています。事業費は、国・県支出金等
を含めた総事業費を示しています。

市長マニフェスト
該当する主要事業には
「○」を表示しています。

区分
新規、継続、拡
充の区分を示し
ています。会計

一般会計、特別会計、
企業会計の会計区分を
示しています。



【施策別主要事業】
（単位：千円）

№

会計

1

一般 事業費 2,241 事業費 2,241 事業費 2,241

2

一般 事業費 62,376 事業費 62,376 事業費 62,376

3

一般 事業費 500 事業費 500 事業費 500

4

一般 事業費 4,400 事業費 4,400 事業費 4,400

5

一般 事業費 20,570 事業費 20,570 事業費 20,570

6

一般 事業費 83,647 事業費 83,647 事業費 83,647

施策１－１　子育て支援
（１）妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

妊娠・出産・子育てつながる支援事業

母子保健コーディネータの配置により情報の一元
化や関係機関との連携を図り、対象者にあった情
報提供・相談支援を行うワンストップ相談窓口を
設置します。

健康推進課

健康推進課

（２）保育・教育サービスの充実

民間保育所等運営費補助
民間保育所やこども園等に延長保育等各種事業の
実施に必要な費用を支援します。

子育て支援課児童育成クラブ事業
仕事等の事情で小学校の放課後家庭で児童を見る
人がいない場合に市内公立の児童館等（９カ所）
において、児童の育成指導を行います。

健康診査事業

乳幼児の発育状況の調査、疾病の予防、障がいの
早期発見及び保健指導と妊産婦健康診査による妊
産婦の病気の早期発見・対応を行い母性と乳幼児
の健康増進を図ります。

継続 多胎児家庭ベビーカー等購入助成事業
多胎児がいる家庭の経済的負担を軽減させるた
め、ベビーカーやチャイルドシートを購入する際
の費用の一部を助成します。

健康推進課

継続 もうすぐ出産プレゼント訪問事業

　基本目標１　子どもが健やかに育ち、輝けるまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

区分

拡充

継続

継続

継続 こども保育課

妊婦の出産、産後の育児不安の軽減、産後うつの
予防等のため、保健師・助産師が全ての妊婦宅を
訪問し、適切なアドバイスをするとともに、出産
準備プレゼントを配布します。

健康推進課

妊婦健診・妊婦子宮頸がん検診・産婦健診の実施

乳児健診・３～４か月児健診・１歳６か月児健診・３歳児健診の実施

３歳児の視力検査強化、多胎児妊婦健診の助成

マタニティおっぱい相談

産後ケア事業

産前産後サポート事業（アウトリーチ型）

母乳相談等助成事業

拡充

新規

新規

拡充

5



№

会計

7

一般 事業費 22,150 事業費 22,150 事業費 22,150

8

一般 事業費 3,823 事業費 3,823 事業費 3,823

9

一般 事業費 956 事業費 456 事業費 456

10

一般 事業費 154,520 事業費 154,520 事業費 154,520

11

一般 事業費 386,275 事業費 430,000 事業費 430,000

12

一般 事業費 0 事業費 3,726 事業費 3,726

13

一般 事業費 5,197 事業費 5,197 事業費 5,197

新規

（１）児童・青少年の育成環境の充実

児童扶養手当支給事業
18歳以下の児童を監護している母及び監護し、か
つ生計を同じくしている父、または養育している
人に手当を支給します。

子育て支援課継続

こども保育課
医療的ケア児保育支援事業
（人件費含む）

医療的ケアを必要とする子どもの保育園等での受
入体制を整備するため、医療的ケアを行う看護師
及び加配保育士を配置します。

子育て支援課

児童発達支援センターちよがおかにおける
人件費補助事業

児童発達支援センターちよがおかにおいて身体障
がい児等の受入を行うための人件費を補助しま
す。

子育て支援課

児童発達支援等給付事業

障がいのある児童（０～18歳）が療育や治療、訓
練を受けることで円滑な集団生活を送れるように
するため、児童発達支援センターや放課後等デイ
サービスを利用するにあたり、各施設に給付金を
支給します。

継続

保育補助者雇上費補助
保育士確保のため、保育補助者雇上げの費用を補
助します。

こども保育課

新規

施策１－２　児童福祉

継続

継続

延長保育事業
保護者の就労等により保育時間を超えた保育ニー
ズの高まっている延長保育を実施します。

こども保育課

事業名区分
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ R6R5R4

担当課
実施計画(年度)

実施内容

○ 継続 保育園ICT化推進事業
保育園等におけるICT化を進めるため、保育業務
支援システムを導入し、保護者の利便性向上や保
育士の業務効率化を図ります。

こども保育課

看護師、理学療法士に係る人件費の補助

医療的ケアを行う看護師及び加配保育士の配置

新規

新規

新規
保育業務支援システム

の導入

6



（単位：千円）

№

会計

14

一般 事業費 10,249 事業費 10,249 事業費 10,249

15

一般 事業費 4,735 事業費 4,735 事業費 4,735

16

一般 事業費 11,068 事業費 11,068 事業費 11,068

17

一般 事業費 1,619 事業費 1,619 事業費 1,619

学校教育課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

○ 教育振興研究委託事業
小中学校の教育の充実、教職員の資質能力の向上
や課題への対応と解決を目的に、各種研究事業等
を市校長会に委託して行います。

施策２－１　学校教育
（１）個々のニーズに応じた教育支援体制の拡充

スクールソーシャルワーカー活用事業
（人件費含む）

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など、児童生徒の
問題行動の状況や背景には、心の問題とともに児童生徒
が置かれている環境の問題が複雑に絡み合っているた
め、教育分野の知識に加え、社会福祉等の専門的な知識
や技術を有するスクールソーシャルワーカーを配置しま
す。

○ 継続
外国人講師招致事業
（JETプログラムによる招致含む）

常滑市内に在住する外国人６名及び「語学指導等
を行う外国青年招致事業（JETプログラム）」に
より招致した１名を雇用し、外国語授業等の補助
を図るため、各小中学校に派遣します

R6

　基本目標２　創造性や豊かな心を育むまち

R4 R5

拡充

継続

（２）教育環境の充実

学校教育課

適応指導教室事業
（人件費含む）

不登校及び不登校傾向の児童生徒の学校復帰を目
指し、適用指導教室を設置することで集団生活へ
の適応と自立ができるよう支援・指導を行いま
す。

学校教育課

継続 学校教育課

キャリアスクールプロジェクト

総合的な学習の実践事業

コミュニティ・スクール導入

スクールソーシャルワーカーを２名配置

拡充

7



№

会計

18

一般 事業費 73,118 事業費 74,318 事業費 75,518

19

一般 事業費 43,164 事業費 44,014 事業費 44,414

20

一般 事業費 1,545 事業費 1,545 事業費 1,545

21

一般 事業費 19,800 事業費 19,800 事業費 19,800

22

一般 事業費 1,619 事業費 1,619 事業費 1,619

学校教育課

（４）地域との連携の強化

中学校パソコン借上事業
市内中学校で使用するパソコン・電子黒板等の
リースを行います。

オンライン家庭学習支援事業
GIGAスクール構想によるオンライン家庭学習の支
援を図ります。

学校教育課

ICT支援員配置事業
GIGAスクール構想に伴う学校における急速なICT
化に対して、日常的な教員のICT活用の支援を図
ります。

学校教育課

拡充

新規

継続

（３）ICTを活用した教育の推進

小学校パソコン借上事業
市内小学校で使用するパソコン・電子黒板等の
リースを行います。

学校教育課継続

○ 教育振興研究委託事業（再掲）
小中学校の教育の充実、教職員の資質能力の向上
や課題への対応と解決を目的に、各種研究事業等
を市校長会に委託して行います。

学校教育課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

継続

小学校使用パソコン・電子黒板等のリース

中学校使用パソコン・電子黒板等のリース

デジタルドリル教材のリース

キャリアスクールプロジェクト

総合的な学習の実践事業

コミュニティ・スクール導入

Wi-Fiルーターレンタル

ICT支援員を13校で３名配置

拡充

新規
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№

会計

23

一般 事業費 68,975 事業費 80,000 事業費 80,000

24

一般 事業費 73,586 事業費 70,000 事業費 70,000

25

一般 事業費 2,322 事業費 2,400 事業費 2,400

26

一般 事業費 636 事業費 650 事業費 650

27

一般 事業費 0 事業費 100 事業費 100

28

一般 事業費 74,470 事業費 74,470 事業費 74,470

29

一般 事業費 77,760 事業費 77,760 事業費 77,760

30

一般 事業費 1,434 事業費 1,434 事業費 1,434

継続 公民館講座教室等事業
市民ニーズの多様化により、講座の対象を成長サ
イクルでとらえ、各ライフステージに必要な生活
課題の学習に応えられる事業を実施します。

 
生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課○ 温水プール指定管理
温水プールの維持管理及び運営について、指定管
理者制度を活用して市民サービスの向上と経費の
削減を図ります。

○ 継続

（２）スポーツ活動の促進

○ 常滑公園指定管理
常滑公園（市体育館を含む）の維持管理及び運営
について、指定管理者制度を活用して市民サービ
スの向上と経費の削減を図ります。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課複合文化施設調査検討
市民ニーズに即した施設の整備に向け、図書館、
文化会館、中央公民館の複合化に向けた検討を行
います。

スポーツ大会・教室開催事業

スポーツ関係団体と連携し、市民ニーズに応じた
スポーツ教室の実施や日頃の成果を発揮できるス
ポーツ大会を実施し、スポーツの振興を図りま
す。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

実施計画(年度)
担当課

R4 R5 R6

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

公民館指定管理

中央公民館、青海市民センター、南陵市民セン
ターの維持管理及び運営について、指定管理者制
度を活用して市民サービスの向上と経費の削減を
図ります。

 
生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容

継続

継続

継続

新規

継続

継続

青少年体験活動支援センター事業
（人件費含む）

青少年の豊かな人間性を育み、自ら考える力、判
断する力、表現する力、生き抜く力を育てるた
め、各種事業を実施します。

 
生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

図書館指定管理
青海本館、南陵分館、こども図書室の維持管理及
び運営について、指定管理者制度を活用して市民
サービスの向上と経費の削減を図ります。

施策２－２　生涯学習・スポーツ
（１）生涯学習機会の充実

調査検討新規

9



№

会計

31

一般 事業費 1,600 事業費 1,600 事業費 1,600

32

一般 事業費 2,432 事業費 2,404 事業費 2,404

33

一般 事業費 75,773 事業費 76,700 事業費 76,700

34

一般 事業費 150 事業費 11,150 事業費 5,650

35

一般 事業費 4,896 事業費 0 事業費 0

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課文化財の修繕等により、維持・保存を図ります。

○ 国際芸術祭推進事業

文化芸術の振興を図るため、常滑市が会場の一つ
になっている国際芸術祭「あいち2022」の開催に
伴い、国際芸術祭あいち組織委員会と協力し、各
事業を実施します。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

○ 文化会館指定管理
市民文化会館の維持管理及び運営について、指定
管理者制度を活用して市民サービスの向上と経費
の削減を図ります。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

○ 中学校部活動指導員派遣事業
中学校部活動の指導者不足を補うため、部活動指
導員を派遣し、生徒が充実した部活動を行えるよ
う支援します。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課継続

継続

継続

R5 R6

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分

施策２－３　文化芸術
（１）文化芸術活動の促進

実施計画(年度)

R4
事業名 実施内容 担当課

○
総合型地域スポーツクラブ事業
（人件費含む）

「いつでも、だれでも、どこでも」スポーツを楽
しむ機会を提供し、市民が主体的に参画するス
ポーツ環境を整備します。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

新規

拡充 文化財修繕事業
登窯の図面作成

国際芸術祭の開催

登窯修繕の予備調査
拡充

新規

10



（単位：千円）

№

会計

36

一般 事業費 396 事業費 396 事業費 396

37

一般 事業費 13,068 事業費 13,068 事業費 13,068

38

一般 事業費 25,904 事業費 25,904 事業費 25,904

39

一般 事業費 966 事業費 966 事業費 966

40

一般 事業費 288,945 事業費 288,945 事業費 288,945

41

一般 事業費 1,600 事業費 1,600 事業費 1,600

42

介護保険 事業費 82,117 事業費 95,800 事業費 99,700

継続

（２）健康診査・がん検診の推進

○ 歯科保健事業
乳幼児期から高齢者まで各ライフステージに応じ
た健診・健康教育等の歯科保健事業を実施しま
す。

健康推進課

○ 介護予防・生活支援サービス事業
市が行う総合事業において、要支援者等に対する効果的
かつ効率的な支援のため、訪問型サービス、通所型サー
ビス、その他の生活支援サービスを行います。

高齢介護課

おたふくかぜ予防接種助成事業
幼児の重症化を防止するとともに、保護者の経済的負担
の軽減を図るため、市内指定医療機関で実施したおたふ
くかぜ予防接種の費用を補助します。

（３）医療・福祉の連携などによる健康を支える地域づくり

○ 予防接種事業

伝染病のおそれがある疾病の発生やまん延を予防
し、公衆衛生の向上及び増進を図るため、予防接
種法に基づく定期接種とそれ以外の任意接種を必
要に応じ実施します。

健康推進課継続

継続

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

施策３－１　健康づくり
（１）健康づくり事業の推進

○ 健康増進事業
市民一人ひとりが地域や家庭の中で心豊かに生活
できる生活の質の向上や健康寿命の延伸を図るた
め、健康測定や保健事業等を実施します。

健康推進課

R4 R5 R6

継続

　基本目標３　共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち

一般がん検診等事業
がん等生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を
目的とした検診を行い、市民の健康維持と増進を
図ります。

健康推進課

がん検診推進事業
子宮頸がん、乳がん検診のクーポン券を送付し、
がんの早期発見・治療につなげます。また、精密
検査未受診者への受診勧奨を行います。

健康推進課

継続

継続

継続

健康推進課

妊婦・乳幼児歯科健診の実施

幼保育園歯みがき指導

小学校２年生歯みがき予防活動

歯科総合健診の実施

各種がん検診、ヤング健診、肝炎検査等の実施

子宮頸がん検診、乳がん検診の実施

定期接種の実施

必要に応じた任意接種の実施

拡充

拡充
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№

会計

43

介護保険 事業費 22,130 事業費 8,000 事業費 9,000

44

病院 事業費 122,132 事業費 220,000 事業費 220,000

45

病院 事業費 109,440 事業費 0 事業費 0

46

一般 事業費 32,821 事業費 3,045 事業費 3,045

47

一般 事業費 4,581 事業費 4,581 事業費 4,581

48

一般 事業費 2,640 事業費 2,640 事業費 2,640

49

病院 事業費 10,000 事業費 11,748 事業費 167,915

病院管理課
病院医事課

○
半田市立半田病院との経営統合（地方独立
行政法人の共同設立）

常滑市・半田市職員で構成する「統合準備室」を設置
し、常滑市民病院と半田病院の経営統合（地方独立行政
法人の共同設立）に向けた準備を進めます。両病院の限
られた医療資源を有効活用し、適切な診療機能分担のも
と、経営の合理化を図り、将来にわたり持続可能な医療
提供体制を構築していきます。

施策３－２　医療体制づくり
（１）病院機能の充実

病院管理課

○
一般介護予防事業
（人件費含む）

高齢者の要介護状態等の予防・軽減、悪化防止の
ため、地域包括支援センター等と連携し、介護予
防事業を実施します。

高齢介護課

○ 医療機器整備事業
医療機器等の耐用年数経過に伴い、故障等による医療機
能停止を予防するため、医療機器等の使用状況等を踏ま
えた老朽機器の計画的な更新を行います。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4

（２）地域医療機関との連携強化

継続

（３）半田病院との連携強化・経営統合

R5 R6

継続

継続

○ 継続 婦人科治療センター整備事業
当院の成長戦略の一つである婦人科治療・不妊治療を拡
充するため、婦人科外来機能及び不妊治療機能を担う
「婦人科治療センター（仮称）」を整備します。

病院管理課

健康推進課

○ 継続 在宅当番医制運営事業
休日における医療（第一次救急医療体制）確保を
図るため、常滑市医師団に委託し、休日診療を実
施します。

健康推進課

継続 在宅医療連携システム事業
関係機関が医療及び介護等に関する情報をネット
ワークで共有し連携を図るため、在宅医療連携シ
ステム（電子＠連絡帳）の運用を行います。

高齢介護課

○ 継続 第二次救急医療病院群輪番制病院運営事業

知多地域第二次救急医療病院群輪番制病院運営事業を実
施する８病院に対する補助金を負担し、休日や夜間にお
ける入院治療を必要とする重症救急患者の医療確保を図
ります。

老朽医療機器計画更新

「健康とくらしの調査」の

実施

建設工事

統合準備室の設置・運営

経営統合及び地方独立行政法人共同設立に向けた準備

統一事務システムの整

備
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№

会計

50

介護保険 事業費 70,096 事業費 70,096 事業費 70,096

51

介護保険 事業費 11,182 事業費 11,182 事業費 11,182

52

介護保険 事業費 10,436 事業費 10,436 事業費 10,436

53

介護保険 事業費 750 事業費 750 事業費 750

54

一般 事業費 16,090 事業費 16,090 事業費 16,090

55

一般 事業費 5,599 事業費 5,599 事業費 5,599

56

介護保険 事業費 1,260 事業費 1,260 事業費 1,260

57

介護保険 事業費 1,140 事業費 1,140 事業費 1,140

○

高齢者の心身の健康と安定した生活を支援するた
め、地域包括支援センター業務を委託するととも
に、介護保険制度の適正な運営を図るため、地域
包括ケア推進協議会を開催します。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

事業名 実施内容
R6

施策３－３　高齢者福祉
（１）地域包括支援センターの体制・機能強化

（２）地域で支え合う仕組づくり

○ 継続 在宅医療・介護連携推進事業
高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できる
よう、在宅医療及び介護の包括的な提供体制の構築を行
います。

高齢介護課

担当課

包括的支援事業・任意事業 高齢介護課拡充

○ 継続 生活支援体制整備事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるような
地域づくりのため、常滑市社会福祉協議会への委託によ
り、生活支援コーディネーターが中心となって生活支援
及び地域のつながりづくりを行います。

高齢介護課

○ 継続 一般介護予防事業評価事業
介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の
検証のため、一般介護予防事業の評価を行いま
す。

高齢介護課

高齢介護課

区分
実施計画(年度)

R4 R5

○ 継続 地域ケア会議推進事業

地域ケア会議、地域ケア個別会議を開催することによ
り、個別課題の解決、地域包括支援・ネットワークの構
築、地域課題の発見、地域づくり等について検討を行
い、地域包括ケアシステムの実現を図ります。

高齢介護課

継続 市シルバー人材センター補助
高齢者の社会参加や生きがいづくりに関する活動
を支援するため、市シルバー人材センターに助成
します。

高齢介護課

（３）高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進

継続 老人クラブ事業補助
高齢者の社会参加や生きがいづくりに関する活動
を支援するため、市老人クラブに助成します。

高齢介護課

○ 継続 介護ボランティアポイント事業
高齢者のボランティア育成及び活動を支援するため、社
会福祉協議会が実施している介護予防ポイント制度（ス
マイルポイント）へ負担金を支出します。

地域包括支援センター業務委託（北部・中部・南部）

地域包括ケア推進協議会の開催

市民公開講座、多職種研修会の開催

拡充
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№

会計

58

一般 事業費 2,752 事業費 2,752 事業費 2,752

59

介護保険 事業費 1,122 事業費 1,122 事業費 1,122

60

介護保険 事業費 2,879 事業費 2,879 事業費 2,879

61

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

62

一般 事業費 549,491 事業費 555,000 事業費 570,000

63

一般 事業費 18,923 事業費 19,500 事業費 20,000

64

一般 事業費 262 事業費 262 事業費 262

65

一般 事業費 0 事業費 5,437 事業費 0

（５）地域密着型サービス施設の整備

高齢介護課

認知症総合支援事業
認知症になっても本人の意思が尊重され、できる
限り住み慣れた地域で暮らし続ける社会の実現を
目指した取組を行います。

高齢介護課

在宅高齢者生活支援事業

在宅の高齢者に対し必要なサービスを提供することによ
り、高齢者が住み慣れた地域社会の中で引き続き生活し
ていくことを支援し、高齢者の保健福祉の向上を図るた
め、高齢者在宅福祉サービスの提供を行います。

継続

在宅高齢者を介護している家族等に対して、サー
ビスを提供し、家族の負担軽減及び高齢者の在宅
生活の継続を図ります。

高齢介護課

継続

（４）高齢者と認知症の人の在宅生活支援

継続 家族介護支援事業

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

介護施設等整備事業費補助
高齢者が住み慣れた地域において継続して日常生
活を営むことを可能とするため、民間参入による
整備を促進します。

高齢介護課

○ 継続 障害者支援施設事業
自立した日常生活や社会生活を営むことができる
よう、施設での生活介護事業や就労支援事業など
により障がい者の生活や就労を支援します。

福祉課

継続

施策３－４　障がい者福祉
（１）障がいのある人への生活・就労支援の充実

障害者相談支援事業
障がい者（児）が自立した日常生活や社会生活を
できるようにするため、相談の実施、情報提供や
援助を行います。

福祉課

継続 研修・啓発事業
地域住民や職員に、障がい者に対する理解を深め
てもらうとともに関心を持ってもらうため、研修
等を実施します。

福祉課

○ 継続

継続 障害者計画策定

障がい者の自立及び社会参加の支援や障害福祉
サービス、相談支援及び地域生活支援事業の各種
サービスの提供体制を確保するため、障がい者基
本計画、障がい福祉計画等を策定します。

福祉課
障がい者基本計画、障

がい福祉計画等の策

定

14



№

会計

66

一般 事業費 134,037 事業費 134,037 事業費 134,037

67

一般 事業費 49,798 事業費 60,000 事業費 60,000

68

一般 事業費 561 事業費 561 事業費 561

69

国保 事業費 41,470 事業費 41,470 事業費 41,470

70

国保 事業費 4,373 事業費 4,373 事業費 4,373

71

一般 事業費 39,868 事業費 39,868 事業費 39,868

（２）後期高齢者医療制度の安定的な運営

○ 障害者居宅介護事業

○

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

継続 障害者共同生活援助事業
障がい者の福祉向上のため、障がい者が共同生活
を営む住居に関し、相談や介護等の日常的な支援
にかかる費用を支援します。

継続 特定健康診査事業
国民健康保険事業の適正な運営のため、特定健診
を実施することで健康の保持・改善をし、医療費
抑制につなげます。

保険年金課
健康推進課

継続 特定保健指導事業
国民健康保険事業の適正な運営のため、特定健診
の結果から、支援が必要な人に向けて改善を促し
ます。

保険年金課
健康推進課

経済振興課

継続 後期高齢者健康診査事業
被保険者を対象とする糖尿病等の生活習慣病に関
する健康診査を実施します。

保険年金課
健康推進課

福祉課

継続

障がい者の福祉向上のため、障がいにより日常生活にお
いて介護が必要な障がい者に対して、ホームヘルパーに
よる自宅訪問での身体介護・家事援助・通院介助のサー
ビスを提供します。

福祉課

（２）障がいのある人が自立して生活する場の確保

施策３－５　社会保障・保険制度
（１）国民健康保険事業の安定的な運営

農業者と福祉事業者等が協働し、農業と福祉の連携に取
り組む中で、障がい者を雇用している農業者や福祉事業
者等が新しい品目の生産・加工や既存栽培品目の生産拡
大等を行うことによって、障がい者の働く場を確保する
事業に要する経費について補助金を交付します。

（３）農福連携の支援

○ 継続 農福連携推進事業新規

15



№

会計

72

介護保険 事業費 2,299 事業費 2,299 事業費 2,299

73

介護保険 事業費 0 事業費 3,300 事業費 0

74

一般 事業費 1,129 事業費 400 事業費 400

75

一般 事業費 8,594 事業費 20,810 事業費 20,810

福祉課

保険年金課

拡充 生活困窮者自立支援事業

生活保護に至る前段階からの一人一人の状況に応
じた支援として、生活と就労に関する相談支援、
収入が減少した人に対する家賃支援、生活困窮家
庭の児童に対する学習支援を実施します。

（５）生活困窮者等への適切な支援

（４）国民年金制度の啓発・周知

継続 国民年金事務

国民年金制度への理解の促進を行うため、国民年
金に係る資格の取得・喪失、免除申請等の受付事
務や老齢年金、障害基礎年金に係る受付事務を行
います。

（３）介護保険事業の円滑な実施と介護保険制度の適正な運営

継続 介護保険事業計画策定事務
介護保険事業計画の策定（３年毎）、計画の策定
及び実行（事業者選定等）に必要となる会議を開
催します。

高齢介護課

担当課
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ R4

区分
R5

事業名
R6

実施内容
実施計画(年度)

継続 介護給付費適正化事業
介護給付適正化システム保守・運用支援委託、介
護給付費通知の送付を実施することにより、被保
険者に対する適切な介護サービスを確保します。

高齢介護課

就労準備支援事業、家計改善支援事業

介護保険事業計画の

策定

拡充
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（単位：千円）

№

会計

76

一般 事業費 114 事業費 114 事業費 114

77

一般 事業費 1,525 事業費 1,550 事業費 1,575

78

一般 事業費 15,443 事業費 1,873 事業費 1,873

79

一般 事業費 641 事業費 3,850 事業費 0

80

一般 事業費 10,861 事業費 10,245 事業費 9,450

81

一般 事業費 10,000 事業費 10,000 事業費 7,720

82

一般 事業費 4,000 事業費 6,000 事業費 6,000

防災危機管理課

施策４－１　防災・減災
（１）災害対応の体制づくり

○ 継続 総合防災訓練
有事に備え、市民の安心安全を確保するため、総
合防災訓練を実施します。

担当課
R4 R5 R6

災害時に防災情報伝達の多様化のため、同報系防
災行政無線の適切な管理及び運用を図ります。

防災危機管理課

防災危機管理課

○ 継続 同報系防災行政無線維持管理

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

○ 継続

継続 防災ガイドマップ等作成事業
防災ガイドブックやハザードマップの更新整備に
より、災害から命を守る上で重要な災害情報の市
民への周知を図ります。

県営常滑港改良事業
常滑港において、津波高の軽減を目的とした防波
堤の改良工事を実施します。

防災危機管理課

○ 継続 防災組織交付事業
各地区の自主防災会活動に対して支援するととも
に、自主防災会の設立の促進を図ります。

土木課

防災カメラ整備事業

災害発生時に浸水想定区域や河川流域等の状況把
握のため防災カメラを整備し、防災に資する情報
をパソコンやスマートフォン、ケーブルテレビ等
様々な媒体で誰でも閲覧できる環境を整備しま
す。

（２）災害に強い都市基盤づくり

新規

継続 県営急傾斜地崩壊対策事業
急傾斜地の崩壊による災害から生命、財産を守る
ため、崩壊対策工事を実施します。

土木課

　基本目標４　安全な暮らしを守るまち

防災危機管理課

自主防災会の立ち上げ（毎年度１地区）

市総合防災訓練の実施

ハザードマップの更新 防災ガイドブックの更

新

維持管理

詳細設計

防波堤改良工事

防波堤改良工事
新規

防災カメラの整備

新規
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№

会計

83

一般 事業費 1,320 事業費 13,400 事業費 16,250

84

水道 事業費 404,400 事業費 190,009 事業費 121,297

85

下水道 事業費 152,090 事業費 87,150 事業費 92,150

86

一般 事業費 39,500 事業費 62,500 事業費 62,500

87

一般 事業費 6,000 事業費 6,000 事業費 6,000

88

一般 事業費 0 事業費 3,000 事業費 3,000

89

一般 事業費 26,133 事業費 0 事業費 0

○ 災害時重要給水施設管路の耐震化

「安全」「強靭」「持続」の観点から、災害に強
いライフライン構築のため、管路の耐震化を重点
的に推進します。また、応急給水栓の設置を進め
ます。

下水道課

○ 継続 空家住宅除却事業費補助

「常滑市空家等対策計画」に基づき、所有者等が適切な
管理に努めるよう、空家等に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るため、老朽化した空家住宅の除却費の
一部を助成します。

都市計画課

○ 新規

都市計画課

継続

下水道課○ 雨水管路整備
公共下水道事業計画区域内における汚水管整備に
合わせ、蒲池・西之口・山方地区等の雨水排水施
設の整備を推進します。

継続

空家改修事業補助
市内の空家の活用を促進すると同時に市内の良好な住環
境の確保を図るため、市内の空家を有効活用しようとす
る者に対し、改修に必要な費用の一部を助成します。

都市計画課

新規 大規模盛土造成地崩壊防止事業

大規模地震による盛土造成地の滑動崩落や液状化等の宅
地被害を防ぐため、平成29年度に愛知県が行った市内の
盛土の有無を把握する一次スクリーニングを基に安全性
把握（二次スクリーニング）を行います。

○ 拡充 排水路整備事業

公共下水道事業計画区域外の水路を計画的に改修
し、浸水被害の防止を図ります。また、大野・小
倉・西之口地区の雨水排水計画の検討にあたり、
雨水排水施設の整備計画を検討します。

R6

○ 継続 県営防災ダム事業費

堤体決壊など異常時に農地・農作物・農業用施設及び公
共施設に多大な被害を及ぼす恐れがある防災重点農業用
ため池のうち、地震時の堤体の安定不足や豪雨時の洪水
吐けの排水能力不足が判明しているため池について、耐
震対策・豪雨対策を行います。

土木課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5

水道課
管路の耐震化・応急給水栓の設置

新田町・末広町排水路

設計

新田町・末広町排水路整備

雨水排水施設整備計

画検討

補助制度の検討

計画の作成

拡充

新規

新規

四ツ池・玉越池等
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№

会計

90

一般 事業費 6,620 事業費 6,620 事業費 6,620

91

一般 事業費 2,107 事業費 2,107 事業費 1,200

92

一般 事業費 66,768 事業費 200,000 事業費 90,000

93

一般 事業費 740 事業費 3,410 事業費 740

94

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

95

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

96

一般 事業費 1,300 事業費 1,300 事業費 1,300

消防本部

学校教育課

継続

継続 実践的安全教育総合支援事業
通学路安全推進会議を開催することを通じて、通
学路における危険個所を把握するとともに、関係
機関と連携しながら安全対策を講じます。

救急救命士研修所での新規救急救命士養成や気管
挿管及び薬剤投与を実施するための資格取得等を
行います。

消防本部

消防本部

中部国際空港消火救難・救急医療活動総合
訓練等の実施

中部国際空港株式会社等関係機関と連携し、航空
機事故に対応できる体制を確保します。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

住宅用火災警報器の設置促進
防火訪問などにより、住宅用火災警報器の設置促
進を図ります。

継続

継続

継続

救急教育研修

継続

継続

（３）様々な事案に対応できる体制の確保

（４）火災予防の推進

施策４－２　消防・救急
（１）消防体制の充実

消防車両購入
各種災害事案に迅速かつ安全に対応するため、消
防車両の更新を行います。

消防本部

施策４－３　交通安全・防犯
（１）地域交通安全の環境づくり

（２）救急体制の充実

消防本部

○ 消防団車庫等管理
消防団車庫兼詰所及び防災格納庫の維持管理を
し、破損個所等の修繕整備を図ります。

消防本部

○ 消防団演習・訓練
多岐にわたる消防業務の情勢に対応できるよう各
種訓練、講習会等により知識・技術を修得させる
など、消防団員の育成を図ります。

鬼崎分団２班車庫公

共下水接続、トイレ改

修

災害対応特殊水槽付

消防ポンプ自動車の

購入

はしご車の購入 化学２号車、広報車の

購入

研修所派遣
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№

会計

97

一般 事業費 8,500 事業費 8,500 事業費 8,500

98

一般 事業費 8,000 事業費 8,000 事業費 8,000

99

一般 事業費 500 事業費 500 事業費 500

100

一般 事業費 3,500 事業費 3,500 事業費 3,500

101

一般 事業費 2,217 事業費 2,329 事業費 2,440

102

一般 事業費 1,825 事業費 1,825 事業費 1,825

103

一般 事業費 318 事業費 318 事業費 318

104

一般 事業費 3,209 事業費 3,027 事業費 3,100

経済振興課

市民協働課

○ 継続

防犯灯設置費補助

（２）地域防犯の環境づくり

土木課

継続

継続

継続

継続

継続

公害対策事業
適切な環境を維持するため、水質汚濁、騒音、悪
臭等の公害に係る調査を実施します。

経済振興課

消費者行政啓発

○

消費生活相談事業
消費生活に関するトラブル被害の未然防止、拡大防止を
図るため、消費生活センターを開設し、消費生活相談員
が消費者からの相談に対して指導を行います。

消費者の生活に関する知識の普及啓発を行うため、消費
生活講座（中学校・高齢者向け）を開催します。また、
消費生活相談員及び担当職員の自己啓発や知識向上のた
め研修支援を行います。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

地区が管理する防犯灯をLED化する際に設置費用
の補助を行い、地域防犯の推進を図ります。

施策４－４　環境保全
（１）公害対策の推進

生活環境課

○ 交通安全施設修繕
交通安全施設（照明灯、防護柵、区画線、カーブ
ミラー、標識等）について、地元の意見を踏まえ
て地域の状況を把握し、計画的に修繕します。

継続

市民協働課○

○ 市防犯協会補助
防犯意識向上のための啓発を図るため、防犯ボラ
ンティアや自主防犯団体の育成及び支援を行いま
す。

（３）安全な消費生活の推進

継続 防犯カメラ設置管理費

中部電力のみまもりポールを活用し、駅駐輪場や
トイレ、市内学校校門前のほか、事件・事故や不
審者等の発生状況を踏まえて防犯カメラを設置し
ます。

市民協働課

交通安全施設整備事業
交通安全施設（照明灯、防護柵、区画線、カーブ
ミラー、標識等）について、地元の意見を踏まえ
て地域の状況を把握し、計画的に整備します。

土木課

担当課
R4 R5 R6

20



№

会計

105

一般 事業費 4,718 事業費 13,720 事業費 13,720

106

一般 事業費 45,633 事業費 45,032 事業費 45,032

107

一般 事業費 70,338 事業費 180,644 事業費 183,688

108

一般 事業費 200,230 事業費 98,242 事業費 1,616

109

一般 事業費 1,511 事業費 710 事業費 710

110

一般 事業費 526 事業費 142 事業費 552

市内から排出される廃棄物を適正に処理するため、常滑
市、武豊町の１市１町で常滑武豊衛生組合を運営し、設
置及び管理に要する経費を構成市町で分担します。令和
４年度から知多南部広域環境組合に廃棄物処理が移行す
るため、令和４～５年度で解体工事を行い、令和６年度
末をもって組合は解散する予定です。

生活環境課

生活環境課

担当課

（２）地球温暖化対策の推進

ごみの資源化、減量化をより一層推進するため、
資源回収ステーションを運営します。

○ 新規 地球温暖化対策事業

施策４－５　環境衛生

常滑武豊衛生組合分担事業

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分

継続○ 資源回収ステーション運営

公共施設の環境美化事業

継続

地球温暖化を抑制させるべく「2050年温室効果ガ
ス排出実質ゼロ」を実現するため、再生可能エネ
ルギー導入の促進を図ります。

継続

継続

R4
事業名 実施内容

実施計画(年度)

（１）ごみの排出抑制と資源化の推進

（２）市民・団体と連携した環境美化の推進

アダプトプログラムの普及・促進に努め、市民と
共に道路等の環境美化を進めます。

生活環境課

継続 高齢者等ごみ出し支援事業

誰もが安心してごみを出せるまちづくりを進める
ため、家庭ごみを集積場まで運ぶことが困難な高
齢者や障がい者などを訪問し、もえるごみを戸別
回収します。

生活環境課

R5 R6

生活環境課

生活環境課

知多南部広域環境組合分担事業

市内から排出される廃棄物を適正に処理するため、常滑
市、半田市、武豊町、美浜町、南知多町の２市３町で知
多南部広域環境組合を運営し、設置及び管理に要する経
費を構成市町で分担します。

常滑市地球温暖化対

策協議会（仮称）の設

立

地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）の

策定

住宅用太陽光発電施設設置費の補助

解体工事

組合解散

新規

新規
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№

会計

111

一般 事業費 34,148 事業費 48,203 事業費 24,930

112

一般 事業費 150,532 事業費 184,414 事業費 190,182

113

一般 事業費 4,306 事業費 4,306 事業費 4,306

114

一般 事業費 2,035 事業費 3,450 事業費 3,750

R4 R5

火葬場修繕
安定した火葬業務を行うため、建物等を維持する
ための修繕を実施します。

拡充 高坂墓園維持管理 都市計画課

継続

中部知多衛生組合分担事業

市内から排出されるし尿、浄化槽汚泥等を適正に処理す
るため、常滑市、半田市、武豊町の２市１町で中部知多
衛生組合を運営し、運営及び施設増設に要する経費を構
成市町で分担します。

（３）適切な生活排水処理の推進

生活環境課

継続

生活環境課

通路、園路、駐車場、トイレ等の維持管理及び整
備済区画の利用促進やニーズに応じた墓地整備の
検討を行います。

担当課
R6

継続 合併処理浄化槽設置費補助

実施計画(年度)

適切な生活排水処理を推進するため、合併処理浄
化槽の新設・転換への助成及び浄化槽の適正管理
の啓発を行います。

区分 事業名 実施内容
市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

（４）墓所・火葬場の適正管理

生活環境課

墓地整備の検討

火葬炉の修繕等

拡充
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（単位：千円）

№

会計

115

一般 事業費 6,210 事業費 0 事業費 0

116

一般 事業費 18,682 事業費 0 事業費 0

117

一般 事業費 10,340 事業費 5,000 事業費 0

118

一般 事業費 9,232 事業費 0 事業費 0

119

一般 事業費 3,000 事業費 10,000 事業費 100,000

（１）幹線道路の整備促進
施策５－２　道路・港湾・河川

○ 継続 市民協働課

○

区分 事業名

○

土木課

施策５－１　公共交通

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

継続 西知多道路事業付替市道公共補償

市民協働課

バス路線維持対策
知多バス南部線に補助金を交付し、市南部地区の
公共交通維持を図ります。

（２）地域公共交通の確保・充実に向けたあり方の検討

（１）安定的な地域公共交通網の確保

　基本目標５　快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち

新規 地域公共交通計画策定事業
地域特性と現状把握、各種ニーズ把握から課題を
整理した上で、地域公共交通会議の運営及び地域
公共交通計画の策定を行います。

市民協働課
企画課

西知多道路の建設により市道の機能が損なわれる
ことのないよう、別の場所へ付け替えるために必
要な用地を県の補償金により取得します。

継続 北部バス運行管理
北部方面の公共交通の利用が不便な地区につい
て、市内中心部の公共施設等の利用の便宜を図る
ため、北部バスを運行します。

実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5

緊急車両退出路整備事業

緊急車両が知多横断道路を利用して新半田病院へ
向かう際の時間短縮を図るため、有料道路上から
一般道へ接続するための緊急車両専用退出路の整
備を図ります。

土木課

R6

新規

地域公共交通会議の設置

地域公共交通計画の策定

事前調査 設計 工事

新規

新規
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№

会計

120

一般 事業費 100,000 事業費 50,000 事業費 50,000

121

一般 事業費 10,000 事業費 8,000 事業費 10,000

122

一般 事業費 20,000 事業費 20,000 事業費 20,000

123

一般 事業費 60,000 事業費 60,000 事業費 60,000

124

一般 事業費 47,100 事業費 40,000 事業費 40,000

125

一般 事業費 1,500 事業費 1,500 事業費 1,500

126

一般 事業費 35,000 事業費 0 事業費 0

（２）生活道路の整備促進

土木課

継続 多屋線道路改良事業
市道の整備促進のため、多屋線道路改良工事を実
施します。

継続 道路改良事業

事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

道路ストック総点検事業
令和２年度に実施した道路ストック総点検の結果
に基づき必要な修繕を実施します。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分

土木課

○ 継続 橋梁更新事業
平成27年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に基
づいて、必要な修繕を実施します。また、５年毎
に法定点検を実施します。

土木課

○ 継続 河川修繕
老朽化した施設の維持修繕を実施します。また、
市管理の河川について必要に応じて浚渫を実施し
ます。海岸については飛砂対策を実施します。

土木課

市道の円滑な交通を確保するため、道路改良工事
を実施します。

土木課

継続 狭あい道路改良事業
市道の円滑な交通を確保するため、狭あい道路
（幅員1.8メートル以上４メートル未満の道路）の
拡幅整備を実施します。

土木課

（３）計画的な修繕による維持管理

○ 継続

○ 継続 河川浚渫事業
老朽化した施設の維持補修を実施します。また、
市管理の河川について必要に応じて浚渫を実施し
ます。

土木課

舗装修繕工事

１級市道宮山前山線：

側溝布設

用地取得、工事

１級市道宮山前山線：

側溝布設

修繕工事、法定点検

施設修繕

浚渫工事（後川、前山

川）

市道側溝布設、舗装工

事
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№

会計

127

一般 事業費 135,502 事業費 380,000 事業費 364,000

128

一般 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

129

一般 事業費 5,000 事業費 0 事業費 0

130

一般 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000

131

一般 事業費 100,000 事業費 50,000 事業費 0

132

一般 事業費 8,914 事業費 34,634 事業費 35,000

常滑駅周辺土地区画整理事業特別会計繰出

常滑駅周辺地域が、人々の交流・賑わいを支える
都市基盤として、将来にわたり本市の中心市街地
としての役割を果たすとともに、安心・安全に暮
らすことのできる居住環境を確保するため、常滑
駅周辺土地区画整理事業を推進します。

施策５－３　市街地整備・景観形成

（２）都市公園などの適切な維持管理・利用促進

都市計画課継続

（１）市街地などの整備

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

継続 やきもの散歩道地区景観保全助成

レンガ煙突等の外観改修や景観基準に適合した建築物・
工作物の新築・新設等に際し、住民及び事業者の負担を
軽減するため、やきもの散歩道地区景観保全基金を活用
し、景観保全に係る費用の一部を助成します。また、古
材確保の支援について検討します。

観光戦略課

継続 花いっぱいのまちづくり事業
愛知県が行う「あいち森と緑づくり都市緑化推進
事業」のうち、「県民参加緑づくり事業」を活用
し、県内産の花苗を購入します。

都市計画課

（２）将来を見据えた景観形成の推進

施策５－４　公園緑地・水辺空間
（１）緑化意識の普及・啓発及び緑化の推進

○ 継続 やきもの散歩道路面整備事業
将来を見据えた景観形成を図るため、土管坂休憩
所前の道路の一部について景観に配慮した路面改
修工事を実施します。

観光戦略課

○ 拡充 公園改修

遊具の安全点検を年１回行い、点検結果により早
急に遊具の改修や部品交換を行います。また、公
園施設長寿命化計画の策定により、優先度に応じ
た整備を進めます。

都市計画課

○ 継続 大曽公園グラウンド整備事業
旧屋外プール跡地、既存の競技場を活用し、多目
的グラウンド（小２面、大１面）を整備します。

都市計画課

駅東駅前広場の整備

公園施設長寿命化計

画の策定拡充

新規 路面改修工事
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№

会計

133

一般 事業費 2,282 事業費 9,000 事業費 10,000

134

一般 事業費 2,480 事業費 2,480 事業費 2,480

135

一般 事業費 21,857 事業費 0 事業費 0

136

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

137

水道 事業費 1,036 事業費 1,000 事業費 1,000

138

水道 事業費 407,989 事業費 379,215 事業費 330,222

139

下水道 事業費 572,213 事業費 795,112 事業費 790,112

施策５－５　水道・下水道
（１）健全かつ安定的な水道事業・下水道事業の運営

（２）水道施設の計画的な更新

（３）小脇公園、前山ダム公園、農村公園などの適切な維持管理・利用促進

（４）海岸の環境整備

（３）下水道施設の計画的な整備

継続 里山林整備事業（小鈴谷）

地域住民や活動団体等が主体となって行う里山林の環境
整備を支援するため、令和元年度から新たに計画策定さ
れた「提案型里山林整備事業（あいち森と緑づくり事業
交付金）」を活用し、里山林整備を進めます。

土木課

継続 坂井海岸親水護岸整備
坂井海岸における、親水性と緑地・広場を兼ね備
えた海岸環境整備（緩傾斜護岸整備）について、
事業主体である愛知県に要望します。

土木課

継続 前山ダム公園維持管理
前山ダム公園の適切な維持管理を図るため、公園
施設の修繕を行います。

都市計画課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

○ 拡充 小脇公園施設整備事業
老朽化した公園施設の再生を進めるとともに、森
林整備（展望デッキ等含む）により公園の魅力向
上を図ります。

経済振興課

○ 継続 配水管、配水場・ポンプ場の更新

配水管の更新・耐震化については、公共下水道整備等の
機会を活用しながら実施します。また、配水場３か所(久
米、中央、熊野)、ポンプ場等８か所(御林、青海山、前
天神、多屋、大曽、飛香台、桧原、大谷)の施設を更新し
ます。

水道課

継続 汚水管路整備
公共下水道事業計画区域1,241haにおける汚水管
整備を推進します。また、次期事業計画区域（令
和８年度～）の検討を行います。

下水道課

スマートメーター導入
水道検針業務の効率化を図るため、セントレア及
び中部臨空都市に無線通信で検針を行う水道ス
マートメーターを導入します。

○ 継続 水道課

配水管の更新（久米・中央・熊野配水区）

配水場・ポンプ場の更新

実施設計 工事拡充

無線通信機器設置等
新規
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№

会計

140

下水道 事業費 88,000 事業費 300,000 事業費 430,000

141

下水道 事業費 0 事業費 50,000 事業費 127,000

142

下水道 事業費 86,500 事業費 56,100 事業費 66,700

143

下水道 事業費 68,132 事業費 73,400 事業費 79,700

（４）汚泥の広域処理の推進

下水道課

継続 集落排水施設整備
汚水処理機能の維持のため、老朽化した農業集落
排水処理施設の耐震化及び更新を行います。

下水道課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

継続 共同汚泥処理事業
常滑浄化センターで発生する下水汚泥の処理の安
定性を確保するため、衣浦西部流域浄化センター
での共同処理を推進します。

下水道課

○ 継続 雨水ポンプ場整備
排水機能の維持のため、老朽化した雨水ポンプ場
の耐震化及び更新を行います。

下水道課

新規 常滑浄化センター整備
汚水処理機能の維持のため、常滑浄化センターの
機能増設及び更新を行います。

機能増設設計

榎戸雨水ポンプ場：更

新設計

榎戸雨水ポンプ場：更新工事（耐震、機械・電気

更新）

機能増設工事

集落排水機能強化（広

目、矢田）

集落排水機能強化（矢田、前山、小鈴谷）

汚泥の共同処理（焼却）

汚泥焼却用共同炉設置（既設炉の更新）

新規
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（単位：千円）

№

会計

144

一般 事業費 12,521 事業費 10,000 事業費 13,630

145

一般 事業費 500 事業費 500 事業費 500

146

一般 事業費 13,788 事業費 13,788 事業費 13,788

147

一般 事業費 9,375 事業費 0 事業費 0

148

一般 事業費 21,241 事業費 23,300 事業費 26,300

149

一般 事業費 2,552 事業費 2,552 事業費 2,552

（２）シティプロモーションの推進

施策６－１　観光・シティプロモーション
（１）戦略的な観光振興の展開

　基本目標６　魅力にあふれ、人が集い、進化するまち

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

○ 新規 観光戦略プラン事業

市民や事業者、関係団体とともに、それぞれが役割を果
たしながら戦略的に施策を推進することで、「中部国際
空港セントレア・りんくう地域から市街地への誘客」、
「ブランド力向上」、「観光消費額増加」に取り組みま
す。

観光戦略課

継続 農泊推進事業補助
農泊事業の推進を図るため、体験プログラム造成
の補助を行います。

観光戦略課

継続 りんくう海浜緑地基金積立

市民に安心・安全な憩いの場を提供するため、りんくう
海浜緑地の適正な維持管理に努めます。また、指定管理
者制度を活用し、民間活力により、りんくうビーチの魅
力を向上させる管理運営を図ります。

観光戦略課

○ 新規 大野海水浴場整備事業

海水浴場の利便性向上及び魅力向上を図るため、
民間活力等により、老朽化したビーチハウスの解
体のほか、新たな施設の整備・運営による海水浴
場利用者向けのサービス事業の展開をしていくた
めに整備を行います。

観光戦略課

○ 継続 ふるさと納税利用促進事業

ふるさと納税制度による本市への寄附を促進する
とともに、本市の魅力をＰＲするため、お礼の品
として地元特産品等を送付する事業を実施しま
す。

魅力創造室

○ 継続 特産品開発事業
本市の知名度向上を図るため、市内事業者等が実
施する特産品の開発や販売促進を支援します。

魅力創造室

中間調査

大野海水浴場に隣接す

る市有地の整備

新規

新規

新規
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№

会計

150

一般 事業費 94 事業費 94 事業費 94

151

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

152

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

153

一般 事業費 29 事業費 29 事業費 29

154

一般 事業費 142,907 事業費 155,115 事業費 192,477

155

一般 事業費 693 事業費 693 事業費 693

156

一般 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000

愛知県及び展示場運営会社と連携し、愛知県国際
展示場の利用促進を図ります。

企画課

（３）中部臨空都市などへの企業立地の促進

施策６－２　空港・中部臨空都市

○ 継続 国際展示場利用促進

（２）空港・アクセスの機能充実

（１）空港・中部臨空都市との連携

実施内容

魅力創造室

○ 継続 中部国際空港関係事業
空港関連事業者との情報共有をはじめ、空港を生
かした地域ＰＲなど、空港と連携した取組を進め
ます。

企画課

○ 新規
あいち・とこなめスーパーシティ構想推進
事業

愛知県と連携し、あいち・とこなめスーパーシ
ティ構想を推進します。

企画課

○ 継続 知多市町会事業
知多市町会として、第二滑走路の早期整備に向
け、中部国際空港二本目滑走路建設促進期成同盟
会とともに国に要望を行います。

企画課

実施計画(年度)

R4 R5 R6

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分

魅力創造室

○ 継続 中部臨空都市等企業立地推進

産業を振興するため、愛知県と連携して企業訪問
や産業立地セミナー等、積極的な誘致活動を行い
ます。また、市内低未利用の工場・工場用地等に
ついての情報収集や企業への情報提供により、企
業立地を促進します。

施策６－３　農業・漁業
（１）農業の振興

事業名 担当課

○ 継続 農地利用効率化等支援交付事業
担い手の経営規模の拡大や経営の多角化を図るた
め、国庫補助事業を活用して農業機械等を整備す
る取組を支援します。

経済振興課

○ 継続 立地促進奨励事業

企業誘致促進のため、中部臨空都市空港対岸部へ
の進出企業に対して、固定資産税相当額に基づき
指定地域は５年間、特別地域は10年間、奨励金を
逓減式で交付します。

新規
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№

会計

157

一般 事業費 5,250 事業費 5,250 事業費 5,250

158

一般 事業費 0 事業費 100,000 事業費 100,000

159

一般 事業費 50,000 事業費 100,000 事業費 0

160

一般 事業費 1,500 事業費 1,500 事業費 1,500

161

一般 事業費 3,250 事業費 3,250 事業費 3,250

162

一般 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

163

一般 事業費 1,308 事業費 1,308 事業費 1,308

164

一般 事業費 5,000 事業費 20,000 事業費 45,000

（２）漁業の振興

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

○ 継続 栽培漁業推進事業費補助
漁業協同組合が沿岸水産資源の増大を図るために
行う事業を助成し、栽培漁業の推進を図ります。

経済振興課

○ 継続 新規就農者経営発展支援事業補助

農業従事者の減少及び高齢化が進む中、新規就農者への
支援により農業への人材の一層の呼び込みと定着を図る
ため、新規就農者及び親元就農から５年以内に経営を継
承した者に対し、機械・施設等の導入などを支援しま
す。

経済振興課

○ 継続 漁業生産力強化総合対策事業費補助

強い漁業生産地づくりを推進し、持続的な漁業・
漁村の発展をもって水産物の安定供給を図るた
め、漁業協同組合が実施する事業に要する経費を
補助します。

経済振興課

継続 畜産クラスター事業補助
地域畜産の収益性の向上及び生産基盤の強化を図るた
め、畜産農家を中心に組織された畜産クラスター協議会
が計画に基づき行う施設整備に対して支援します。

経済振興課

○ 新規 ６次産業化施設整備事業

６次産業化・地産地消法に基づき農漁業者等が作
成した総合化事業計画の実現に向けて、国庫補助
事業を活用した施設整備等の事業に補助金を交付
します。

経済振興課

継続 漁業振興事業

大野、鬼崎、苅屋及び小鈴谷漁港について、施設
の長寿命化を図るため、老朽化対策として小規模
漁港の利活用に必要な施設の整備等を実施しま
す。

土木課

○ 継続 水産多面的機能発揮対策事業
干潟の機能低下を招く有害生物駆除やアサリ資源
の減少対策を行う活動団体に対する交付金の一部
を負担します。

経済振興課

○

のり養殖食害防止対策事業費補助
のりの養殖漁家の経営安定と水産物の安定供給を
図るため、漁業協同組合が実施する事業に要する
経費を補助します。

経済振興課○ 継続

苅屋漁港：浚渫工事

大野漁港：舗装工事

小鈴谷漁港：浚渫工事

新規

新規

新規
苅屋漁港等：浚渫設計
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№

会計

165

一般 事業費 805 事業費 200 事業費 200

166

一般 事業費 5,000 事業費 5,000 事業費 5,000

167

一般 事業費 1,798 事業費 1,900 事業費 1,900

168

一般 事業費 2,083 事業費 2,200 事業費 2,150

169

一般 事業費 6,385 事業費 6,000 事業費 6,000

170

一般 事業費 88,000 事業費 88,000 事業費 88,000

171

一般 事業費 11,872 事業費 5,882 事業費 5,882

R4 R5 R6

（３）食育の推進

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課

○ 継続 日本六古窯常滑焼学習事業
小学生が「常滑焼」の歴史、価値、技法などを学
習する機会を増やし、常滑市や常滑焼の将来を担
う人材育成を推進します。

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ
課

○ 継続 小規模企業等振興資金預託
市内で事業を営む中小企業者の経営安定及び活性
化を図るため、市内金融機関に預託し、事業上必
要な運転及び設備資金の融資の斡旋を行います。

経済振興課

○ 継続 食育施策推進事業
食育施策の推進のため、広報とこなめ及びイベン
トにおける啓発活動を行います。

経済振興課

○ 継続
常滑焼総合販売戦略サポート事業委員会事
業

常滑焼の国内外の販路拡大のため、業界団体が行
う東京ドーム出展や宜興市との交流活動などの
「自主事業」、各事業者が国内外のイベントへ出
展するための「補助事業」を行います。

経済振興課

施策６－４　商業・工業
（１）商業・工業の振興

○ 拡充 内陸工場用地推進
都市計画マスタープランに記載のある新たな産業
用地について、その需要把握に努めるとともに、
実現性について検討を進めます。

魅力創造室

継続 企画展事業

郷土の歴史・民俗の研究成果の発信を通じて陶業
陶芸の振興を図るため、収蔵資料の収集整理及び
企画展による活用(資料館、陶芸研究所)、古文書
解読、史料集・研究成果等の刊行を行います。

とこなめ陶の森

継続 研究研修事業

やきものづくりを生業とする人材を育成するた
め、研修事業として、授業に必要な講師依頼、原
材料等の準備、修了制作展の開催、研修生募集等
を行います。

とこなめ陶の森

食育推進全国大会へ

の出展

需要調査

調整池浚渫拡充
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№

会計

172

一般 事業費 0 事業費 1,000 事業費 1,000

173

一般 事業費 4,134 事業費 4,134 事業費 4,134

174

一般 事業費 27,126 事業費 27,126 事業費 27,126

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

（２）雇用・勤労者の支援

継続 雇用促進奨励事業

中部臨空都市の企業立地促進及び市民の雇用促進
を図るため、中部臨空都市空港対岸部の立地企業
が市民を雇用した場合に、雇用促進奨励金を交付
します。

魅力創造室

継続 知多地区勤労者福祉サービスセンター事業
中小企業勤労者の福利厚生の充実を図るため、
パートタイム労働者福祉対策事業の助成「わーく
りぃ知多」の運営に係る負担金を支出します。

経済振興課

継続 勤労者住宅資金預託
勤労者の持ち家を促進し、市内への定住を図るた
め、勤労者への住宅資金の預託を行います。

経済振興課
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（単位：千円）

№

会計

175

一般 事業費 236 事業費 236 事業費 236

176

一般 事業費 3,000 事業費 12,000 事業費 0

177

一般 事業費 1,600 事業費 1,600 事業費 1,600

178

一般 事業費 250 事業費 250 事業費 370

179

一般 事業費 428 事業費 428 事業費 428

（１）男女共同参画の推進

（２）市民参画の推進

施策７－１　市民協働
（１）協働によるまちづくり

施策７－２　多様性社会

○ 継続 まちづくり事業費補助

活気あるまちづくりの推進及び地域振興の向上を
図るため、住民団体等が行うまちづくり振興事
業、伝統的地域文化の保存事業等に補助金を交付
します。

市民協働課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

　基本目標７　みんなで創る、持続可能なまち

継続 男女共同参画推進啓発事業

第２次男女総合参画プランの基本的な考え方を踏襲し、
男女・年代・国籍・性的志向に関わらず「自分らしく」
生きられる社会のため、男女共同参画社会への関心と意
識の高揚を図り、啓発事業を主として正しい知識の定着
に努めます。

市民協働課

継続 ＤＶ相談事業
配偶者からの暴力（ＤＶ）に関する相談に適切に
対応するため、専門の相談員に依頼し、相談窓口
（ＤＶ相談）を開設します。

福祉課

○ 継続 市民協働推進支援

市民協働を推進する委員会の活動を中心とした市民協働
に関する講座を開催するなど、市民、団体、事業者、行
政の関係者における市民協働の意識向上を図ります。ま
た、区との連携による取組を進め、在住外国人を含めた
自治会組織への加入を促進します。

市民協働課

継続 地区公会堂等補助

地区住民の健全な自治活動の推進及び福祉の増進
を図るため、地区公会堂等の新築、大規模改修・
耐震化、増築、改築、修繕及び耐震診断に対して
補助金を交付します。

市民協働課
一般修繕補助

町内会加入案内の多

言語化

大規模改修補助１件

勉強会・啓発事業の開催

ジェンダー平等・多様性の調査・研究
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№

会計

180

一般 事業費 400 事業費 400 事業費 400

181

一般 事業費 0 事業費 3,186 事業費 3,186

182

一般 事業費 2,231 事業費 2,687 事業費 2,231

183

一般 事業費 619 事業費 619 事業費 619

184

一般 事業費 60 事業費 60 事業費 60

185

一般 事業費 62,979 事業費 406,224 事業費 406,224

186

一般 事業費 7,930 事業費 7,930 事業費 7,930

（３）多文化共生の促進

施策７－３　デジタル化・情報発信
（１）デジタル化の推進

（２）国際交流事業の促進

○ 継続 国際交流協会運営費補助
国際交流事業の推進のため、常滑国際交流協会の
管理運営に対し補助金を交付します。

市民協働課

○ 継続 児童・生徒国際交流事業
TSIEが行う事業で、海外への派遣事業及び海外の
子どもたちの受入事業について、費用の一部を補
助します。

学校教育課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

○ 継続 友好都市交流事業

令和元年10月に友好都市提携を締結した中国江蘇
省宜興市と、やきものをはじめ経済・産業・観光
などの各分野において、相互発展を図るため、交
流事業を実施します。

企画課

○ 継続 多文化共生推進事業
多文化共生の視点から、在住外国人も暮らしやす
いまちづくりを推進するため、地域日本語教室の
開催・運営を行います。

市民協働課

○ 継続 国際交流推進事業

国際化に伴い、増加する外国籍住民へのサービス
を拡充し、暮らしやすいまちづくりを推進するた
め、ポルトガル語による窓口相談通訳、文書翻訳
などを通じ、行政情報の多言語化に努めます。

市民協働課

○ 新規 第３次情報システム最適化事業

情報システムを効率的かつ効果的に導入及び運営
する中で、市民に質の高い行政サービスの提供、
行政運営の効率化、個人情報保護のセキュリティ
対策の強化を推進します。

情報政策課

○ 拡充 デジタル化推進事業

「とこなめデジタル化推進宣言」におけるデジタ
ル化推進の３つの柱「市民サービス」「行政運
営」「地域社会」の実現に向け、「常滑市デジタ
ル化推進プラン」に基づき取組を進めます。

情報政策課

休止

情報システム構築、情報インフラ整備、情報システム運用・維持管理、コン

サルティング業務の包括委託新規

拡充
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№

会計

187

一般 事業費 11,083 事業費 11,083 事業費 11,083

188

一般 事業費 73 事業費 73 事業費 73

189

一般 事業費 0 事業費 0 事業費 0

190

一般 事業費 2,699 事業費 2,699 事業費 2,699

191

一般 事業費 12,952 事業費 9,554 事業費 9,554

192

一般 事業費 7,026 事業費 7,026 事業費 7,026

193

一般 事業費 0 事業費 50,000 事業費 50,000

施策７－４　行財政運営
（１）市民に信頼される行政運営

（２）安定した財政運営

（３）公共施設マネジメントの推進

継続 人事管理

新たな業務等に対応しつつ効率的な行政体制の確立を図
るため、状況に即した定員適正化計画の見直しを行いま
す。また、「第７次定員適正化計画」に基づいた計画的
な職員採用を行い、適正な定員管理を行います。

職員課

継続

（２）効果的な情報発信
R5 R6

継続 自治体情報セキュリティクラウド対応事業

情報セキュリティ対策を抜本的に強化するため、イン
ターネット接続系は、都道府県と市区町村が協力してイ
ンターネット接続口を集約し、高度なセキュリティ対策
を講じた自治体情報セキュリティクラウドを利用しま
す。

情報政策課

一般研修事業

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容 担当課

継続 広報とこなめ発行事業
市民が必要とする市政情報を的確に提供するた
め、広報紙を月１回発行します。

秘書広報課

継続 SNS活用事業
正確かつ迅速な情報提供体制を整えるため、SNS
を活用した情報発信に取り組みます。

秘書広報課

実施計画(年度)

R4

業務について必要な知識を持ち、誠実に、かつ、やる気
を持って職務を遂行し、市民の信頼に応えることのでき
る職員を育成するため、「常滑市人材育成基本指針」の
取組を実施します。

職員課

○ 継続 市有地売却事業
未利用地を有効活用して財政運営の財源確保を図
るため、市有地の売却を図ります。

総務課

継続 公共施設解体事業
未利用地の処分を含む利活用を図るため、未利用
建物の解体を実施します。

総務課
未利用建物の解体 未利用建物の解体
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№

会計

194

一般 事業費 3,427 事業費 13,706 事業費 13,706

195

一般 事業費 6,000 事業費 239,000 事業費 0

196

一般 事業費 3,000 事業費 3,000 事業費 3,000

197

一般 事業費 4,253 事業費 19,000 事業費 19,000

198

一般 事業費 70,500 事業費 39,500 事業費 44,500

199

一般 事業費 174,710 事業費 330,000 事業費 0

200

一般 事業費 112,379 事業費 事業費

201

一般 事業費 463,400 事業費 347,500 事業費 117,300

継続 防災格納庫整備事業
老朽化により外壁等の破損危険がある旧消防団車
庫を撤去し、新規に防災格納庫を設置します。

継続 保育園大規模改修事業
児童が安心で快適な環境で生活できるようにする
ため、保育園舎の大規模改修を行います。

こども保育課

継続 市営住宅除却事業

公共施設LED化事業

カーボンニュートラルの実現に向け、温室効果ガ
ス排出量を削減するとともに、各施設の機能性を
向上させるため、公共施設の照明をLED照明に更
新します。

施設マネジメン
ト課

継続 小学校大規模改造工事
小学校校舎の長寿命化を図るため、外壁補修・屋
上防水などを総合的に改修します。

事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

災害時の倒壊等を防ぐとともに、跡地の利活用を
図るため、入居者がいなくなった平屋住宅を除却
します。

都市計画課

小学校空調設備整備
市内の全小学校の音楽室に空調設備を整備しま
す。また、災害時には音楽室を避難所の一部とし
て活用します。

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分

消防本部

継続 小学校体育施設工事
小学校体育施設の維持管理を図るため、屋内運動
場などの施設・設備の改修を行います。

学校教育課

学校教育課

継続 中学校体育施設工事
中学校体育施設の維持管理を図るため、屋内運動
場などの施設・設備の改修を行います。

学校教育課

学校教育課継続

実施設計（瀬木） 改修工事（瀬木）

旧消防団車庫（大谷

区）の取壊し

旧消防団車庫（奥条区、

瀬木区）の取壊し

旧消防団車庫（広目区、

大野区）の取壊し

大規模改造Ⅱ期工事

（大野小）

大規模改造工事（小鈴

谷小）

プール大規模工事（青

海中）

グラウンド整備工事（南

陵中）

屋内運動場大規模工

事（青海中）

屋内運動場大規模工

事（鬼崎中）

プール大規模工事（南

陵中）

屋内運動場大規模工

事（大野小）

新規

新規
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№

会計

202

一般 事業費 0 事業費 10,000 事業費 250,300

203

一般 事業費 65,017 事業費 0 事業費 0

204

一般 事業費 149,150 事業費 0 事業費 0

205

一般 事業費 52,100 事業費 16,300 事業費 16,500

206

一般 事業費 119,900 事業費 1,002,540 事業費 2,225,960

207

一般 事業費 71,823 事業費 70,000 事業費 70,000

208

一般 事業費 29 事業費 29 事業費 29

（４）広域連携に係る調査・研究

新規

継続 中学校大規模改造工事
中学校校舎の長寿命化を図るため、外壁補修・屋
上防水などを総合的に改修します。

学校教育課

継続 図書館解体事業 老朽化した旧本館建物を解体します。 生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

継続 中学校空調設備整備

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

○ 新規

学校教育課
学校給食共同調
理場

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ課

継続 公民館施設長寿命化事業

継続 知多市町会事業
知多市町会において、広域連携に係る調査・研究
を行います。

企画課

公共施設アクションプランに基づき、公民館施設
の計画的な修繕及び改修を進めます。

夜間照明施設更新事業
学校施設開放事業で使用しているグラウンドの夜
間照明施設について、老朽化に応じて更新を行い
ます。

新学校給食共同調理場建設事業
南北の調理場２カ所を統合し、整備移転を行いま
す。

市内の全中学校の音楽室に空調設備を整備しま
す。また、災害時には音楽室を避難所の一部とし
て活用します。

学校教育課

実施設計等

大規模改造Ⅰ期工事

（常滑中）

大規模改造工事設計

（常滑中）

解体工事

南陵公民館屋上防水・

外壁改修工事

夜間照明施設更新設

計・工事（１か所）

夜間照明施設更新設

計・工事（１か所）

夜間照明施設更新設

計・工事（１か所）

建設工事等

新規

新規

新規
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№

会計

209

ボート 事業費 294,000 事業費 294,000 事業費 294,000

210

ボート 事業費 28,688 事業費 568,000 事業費 85,000

211

ボート 事業費 260,000 事業費 200,000 事業費 200,000

212

ボート 事業費 400,000 事業費 未定 事業費 未定

（２）適切な事業運営

施策７－５　ボートレース

○ ファンバス運行事業
来場者の増加と各施設の利用促進を図るため、市
内を中心に巡回するファンバスを運行します。

ボートレース事
業局

（１）来場の促進と売上の向上

来場促進・売上向上

来場促進や売上向上を図るため、情報提供の充実
やボートレースパーク（Mooovi及びGruun）の管
理運営など施設やファンサービスの充実に努めま
す。

ボートレース事
業局

継続 一般会計への繰出金の確保
より一層の収益重視型の事業経営により、一般会
計への繰出金を確保します。

ボートレース事
業局

継続

新規 周辺施設等整備
来場促進や売上向上を図るため、老朽施設の解
体・撤去及びファン駐車場の整備を行います。

ボートレース事
業局

市長
ﾏﾆﾌｪｽﾄ

区分 事業名 実施内容
実施計画(年度)

担当課
R4 R5 R6

旧庁舎・旧防風ネット解

体設計

情報提供の充実

Mooovi及びGruunの管理運営

旧庁舎解体工事

旧防風ネット撤去工事

ファン駐車場設計

ファン駐車場整備工事

新規

新規
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２　行財政改革の取組

基準値 最終目標

R4 R5 R6 （起点） R6年度末

基本方針１ 経営資源の活用、最適化

① 公共施設マネジメント

1 施設総量の適正化
公共施設アクションプランに基づき、
施設総量の適正化に努めます。

固定資産台帳
延床面積 (R2年度)

実績値 企画課

2
学校給食共同調理場の整備
移転（統合）

R6年度中の供用開始に向け、DB方式で
整備します。（２カ所を統合）

整備 R6年９月
供用開始

(進捗状況を記載) ー ー
学校教育課

学校給食共同調理場

3
公立保育園・幼稚園・こど
も園の再編検討

施設老朽化と幼児数減少に伴い、再編
を検討します。

検討 実施 (進捗状況を記載) ー ー こども保育課

4
学校施設を活用した
児童育成クラブの施設整備

既存の学校施設を有効活用し、児童育
成クラブを小学校で実施できるように
します。

小学校での児童育成
クラブ開設

ー ２カ所 子育て支援課

5 施設の定期点検の実施
定期的に点検を実施し、効率的・効果
的な維持管理を行います。

点検実施
予算に反映

(進捗状況を記載) ー ー
施設

マネジメント課

② 民間活力の活用・広域連携

6
学校給食共同調理場の運営
業務の民間委託化

直営で実施してきた学校給食共同調理
場の運営業務の民間委託を進めます。

準備
民間委託化

(進捗状況を記載) ー ー
学校教育課

学校給食共同調理場

7 指定管理者制度の推進
指定期間満了に伴い、次期指定管理者
を選定します。

(進捗状況を記載) ー ー 施設所管課

No. 取組項目 取組概要
実施スケジュール(年度)

　行財政改革の６つの視点で整理した22の取組項目を位置づけ、進捗管理指標を設定します。

担当課
指標

進捗管理指標

アクションプランに基づいて推進

整備・実施

次期指定管理者選定
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基準値 最終目標

R4 R5 R6 （起点） R6年度末

No. 取組項目 取組概要
実施スケジュール(年度)

担当課
指標

進捗管理指標

8 半田病院との経営統合
令和７年度の半田病院との経営統合に
向け、地方独立行政法人の設立準備及
び診療統合等の検討を進めます。

(進捗状況を記載) ー ー
病院管理課
病院医事課

③ 組織・人の最適化

9 行政組織の見直し
市民ニーズの変化に対応し最適な行政
運営を行うため、適宜、組織の見直し
を行います。

(進捗状況を記載) ー ー 企画課

10 職員定数の適正管理

公務員の定年退職年齢の引上げにより
「第７次常滑市定員適正化計画」を見
直すとともに、職員定数の適正化を図
ります。

計画見直し 職員数
505人

(R3.4.1時点)
計画見直しに合わせて
設定

職員課

11 職員研修の充実
「第５次常滑市人材育成基本指針」を
策定し、研修を充実させることで職員
の育成に努めます。

指針策定 (進捗状況を記載) ー ー 職員課

④ 収入増加策

寄附額
41,215千円
(R2年度)

61,800千円

寄附件数
1,436件
(R2年度)

2,100件

新たな返礼品数 ー 実績値

13 企業版ふるさと納税の活用
企業版ふるさと納税を活用した財源の
確保に努めます。

寄附金額 ー 実績額 企画課

14 市税の適正管理
市税の適正管理に努め、税収入の確保
に努めます。

収納率

市税 98.7％
国保税 89.4％

（H29∼R1の3年平
均）

99.0%
90.0% 税務課

魅力創造室12 ふるさと納税の拡充
お礼の品の拡充等を図り、寄附額の増
加に努めます。

計画に基づき推進

指針に基づき推進

お礼の品の拡充・寄附額増加の取組推進

督促・債権回収

経営統合の準備

適宜見直し実施

検討・実施
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基準値 最終目標

R4 R5 R6 （起点） R6年度末

No. 取組項目 取組概要
実施スケジュール(年度)

担当課
指標

進捗管理指標

15 未利用財産等の利活用
用途廃止した施設や未利用地の売却・
貸付等の活用を推進します。

売却・貸付額 ー 実績額 総務課

基本方針２ デジタル化の推進

⑤ 行政サービスの向上

16
SNS等を活用した効果的な
情報発信

各種SNSの特性を生かした使い分けな
ど、効果的な情報発信の仕方を検討し
ます。

(進捗状況を記載) ー ー 秘書広報課

17 オープンデータの推進
官民協働による地域課題の解決や行政
サービスの向上を図るため、行政デー
タのオープンデータ化を進めます。

新規ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ数 ー 実績値
情報政策課

関係課

18 電子申請サービスの検討
市民や事業者の利便性向上を図るた
め、行政手続のオンライン化を検討し
ます。

(進捗状況を記載) ー ー
情報政策課

関係課

19
マイナンバーカードの
利活用

市民の利便性向上を図り、カード保有
のメリットを感じてもらうため、マイ
ナンバーカードの利活用を検討しま
す。

(進捗状況を記載) ー ー
情報政策課

関係課

20 公立保育所のICT化
保育の質向上や事務効率化を図るた
め、公立保育所に保育ICTシステムの導
入を進めます。

導入 実施 (進捗状況を記載) ー ー こども保育課

⑥ 業務効率化

21 第３次最適化事業の推進
令和5年１月から稼働する第３次最適化
事業に向け、システムの検討・選定を
進めます。

検討・選定 (進捗状況を記載) ー ―
情報政策課

関係課

22
AI・RPA等デジタル技術を
活用した業務の効率化

既存の業務内容・工程を見える化した
うえで業務フローの見直しやAI・RPA等
のデジタル技術の活用を検討し、業務
の効率化を図ります。

(進捗状況を記載) ー ―
情報政策課

関係課

R5年1月
システム更新

ビジネスチャットツール導入

検討・可能なものから順次実施

検討・可能なものから順次実施

検討・可能なものから順次実施

検討・可能なものから順次実施

売却・貸付の実施

実施

ホームページの検討

効果的な情報発信の検討・実施
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第３章 計画を推進するために

１ 計画の進行管理

各施策について、毎年度状況を把握するなど計画の進行管理を行います。

評価に基づいて、次年度における取組を改善するという「Plan（計画）」、「Do（実行）」、「Check（評価）」、「Action（改善）」の４

つの段階を連動させたPDCAサイクルに基づく進行管理を行い、施策の継続的な見直し・改善による柔軟な運用を図り、社会経済情勢や市民

ニーズの変化に的確に対応するとともに実効性を確保していきます。

計画に記載がない施策についても、必要性や緊急性を検討した上で推進していきます。

【計画の進行管理のイメージ】
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